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価値をつくる。未来へつなぐ。

　皆さまには、平素より格別のお引き立てを賜り厚く御礼申しあげます。 
　このたび、当行に対するご理解を一層深めていただくため、「ミニディスクロージャー
誌 AKITA BANK REPORT」を作成いたしました。本誌では、2022年３月期の業績、当行
の経営方針、地域やお客さま向けの取組みなどについてご紹介しております。ご高覧の
うえ、ご参考にしていただければ幸いに存じます。 
　さて、昨今の情勢を見ますと、長引く新型コロナウイルスの影響や国際情勢の不安に
加え、気候変動の問題、デジタル化の進展など社会の変化はますますスピードを増して
います。当行が地盤とする秋田県においては、これらによる影響に加えて、人口減少や少
子化・高齢化など社会構造の変化にともなう課題への対応が求められています。 
　当行では、これらの社会や地域の変化から生じる課題を解決し、経営理念「地域共栄」
を実現するため、2030年を展望する「秋田銀行グループVISION『価値をつくる。未来
へつなぐ。』」を定め、この目指す姿を実現する第１フェーズとして、2022年度から３年間
を計画期間とする中期経営計画を策定いたしました。 
　中期経営計画では、金融仲介とコンサルティングを中心とした既存事業をさらに深掘
りし、高専門性の追求、構造改革、適切なリスクテイクを推進することにより収益力の向
上をはかってまいります。加えて、既存事業の深掘りと並行し、地域課題の解決を事業化
する「地域価値共創事業」のさらなる拡大・成長をはかることで、非金融分野における収益
を強化し、持続可能な新たなビジネスモデルの構築に取り組んでまいります。また、当行
グループの職員がそれぞれの力を最大限発揮し、成長・活躍し続けることができるフィー
ルドづくりに取り組み、事業戦略を力強く推進していく組織を構築してまいります。 
　当行は、今後も地域やお客さまへ新たな価値をつくる存在であり続けられるよう、
役職員一同努力を重ねてまいります。
　皆さまには、変わらぬご支援、ご愛顧を賜りますようお願い申しあげます。 

取締役頭取

名称

本店所在地

創業

預金・譲渡性預金

貸出金

資本金

発行済株式数

自己資本比率

長期格付

従業員数

店舗数

現金自動設備
（CD・ATM）

上場証券取引所

株式会社　秋田銀行
The Akita Bank, Ltd．

秋田県秋田市山王三丁目２番１号

明治１２年（１８７９年）１月

3兆1,160億円

1兆8,337億円

141億円

18,093千株

11.40％（国内基準）

A+（JCR）

1,293名

本支店・出張所98か店

237か所
（店舗内84、店舗外出張所153）

東京証券取引所（証券コード8343）

（注）ブランチインブランチ方式（1つの店舗で複数の支店が営業を行う方式）による本支店・出張所を
除くと、店舗数の合計は86か店となります。

＜あきぎん＞の概要 （2022年3月31日現在）

「地域とともに歩み、

地域の発展とともに栄える」

という経営理念のもと、

地域の金融ニーズに応える

総合金融サービス業に

徹してまいります。

経営理念
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持続可能なビジネスモデルへ

高専門性
の追求 構造改革 適切な

リスクテイク

金融仲介とコンサルティングを中心
とした既存事業の深掘りを徹底。
高専門性の追求、チャネル・コスト・
組織の構造改革、適切なリスクテイ
クによって本業の低収益を改善し、
持続可能なビジネスモデルの基盤
を構築する。

2022年度 2024年度 2030年度

価値をつくる。未来へつなぐ。
地域の課題を解決し、お客さまのニーズに応える
質の高い金融・非金融サービスの提供を通じて、
将来にわたる豊かな地域の実現にチャレンジし続けます

秋田銀行グループVISIONに
向けフェーズチェンジ

秋田銀行グループVISIONの実現に向けた
基盤と機能を強化する３年間

持続可能性の高いビジネスモデルを確立

基本戦略

秋田銀行グループVISION 第1フェーズ「中期経営計画（2022～2024年度）」の基本戦略

第1フェーズ「中期経営計画（2022～2024年度）」

経営理念「地域共栄」の実現に向かって、秋田銀行グループが中・長期的に目指す姿をVISIONとして定めています。

50億円以上

70.0％未満

10.0％以上

当期純利益

OHR（コア業務粗利益ベース）

自己資本比率

計画最終年度（2024年度）に目標とする経営指標

秋 田 銀 行
グ ル ー プ
V I S I O N

人財価値
の最大化

成長・活躍
のフィールド

働きがい
・

エンゲージメント
向上

地域価値共創戦略（長期戦略）基盤強化戦略（3年戦略）

組織・人財戦略(長期戦略)

顕在化する地域課題の解決、地域を
成長させていく機能の強化に経営
資源を投入する。既存事業の深掘り
と併進しながら、非金融分野における
将来的な収益基盤を構築する。

企業業績の
向上

産業
競争力
の向上

キャッシュ
フロー
創出

雇用維持・
創出

豊かな
地域の
実現消費拡大

地域課題
の解決 事業化

多様な人材が、それぞれの力を最大限発揮し、成長・活
躍し続けるフィールドを創り、事業戦略を支え力強く
前進する組織を構築する。

新たな成長戦略

ビジネスモデルの
進化既存事業の徹底した深掘りによる経営基盤の強化

（本業利益の改善）

地域価値共創事業の拡大による地域の成長促進機能の構築
（新たな収益基盤の確立）

《既存事業の深掘り》 《新規事業の開拓・拡大》

《戦略を支える推進力》
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当行は、中・長期的な視点で地域社会を取り巻くさまざまな課題の解決をはかり、環境・社会・経済の持続可能
性への配慮を通じて、サステナビリティ向上に取り組んでおります。

地域価値の共創

■ 地域商社「詩の国秋田」
　地域商社「詩の国秋田株式会社」では、地域の優れた資源
や産品を活かした商品開発やマーケティング、ブランディン
グ、販路拡大などのプロデュースを行い、新たなビジネス機
会の創出をサポートしております。
　2021年10月、ＥＣサイト「詩の国商店」をオープンしま
した。2022年５月末現在で60先を超える事業者の皆さまの
商品（330品超）を取り扱い、秋田ならではの魅力ある産品
の販売を通じて、地域のブランド価値向上に取り組んでおり
ます。
　また、2022年３月には、台湾の金融グループとの資本提
携を通じた、台湾における事業者さまの海外取引支援の取組
みが「地方創生に資する金融機関等の『特徴的な取組事例』」
に選定され、内閣府特命担当大臣（地方創生担当）表彰を受
賞しました。

内閣府特命担当大臣表彰の受賞

■ 人材に関する課題解決・人口社会減の抑制
　2022年２月、人材支援事業の一環として、就職・採用
ポータルサイト「キャリピタAKITA」のサービスを開始しま
した。
　登録企業457社・登録求職者409名（2022年５月末現在）
の方々にご利用いただいており、人材採用を希望する秋田県
内企業と秋田県内での就職を希望する新卒予定者やキャリア
人材とのマッチング機会を創出しております。
　今後も、お取引先の人材に関する課題に幅広く対応してい
く機能・サービスの充実に取り組んでまいります。

■ ＜あきぎん＞　　　  プロジェクト
　年齢を重ねても活

い
き活

い
きと元気に活躍する「長活

い
き」をコ

ンセプトに、活力ある地域づくりに向け「長活
い

きプロジェク
ト」を推進しております。
　2021年度は、高齢化に対応した金融サービス拡充の取組
みのひとつとして、三井住友信託銀行株式会社との包括連携
協定を活用し、2021年11月に遺言代用信託の取扱いを開始
しました。
　今後も、高齢者のニーズにお応えする金融・非金融サービ
スの開発・提供をはじめ、さまざまな機関と広く連携しなが
らプロジェクトを進めてまいります。

■ 全日本空輸株式会社より兼業人材を受入れ
　2022年４月、全日本空輸株式会社より兼業人材を受入れ
しました。採用者２名は、同社の客室乗務員として勤務を続
けながら当行地域価値共創部に所属し、当行が取り組む地域
課題の解決や地域の活性化へつながる業務を担当しておりま
す。
　当行は、今後も地方創生に資する産業振興機能をより一層
強化し、地域の皆さまとともに新たな価値を創造してまいり
ます。 辞令交付式の模様

■ SDGs関連サービスの取扱開始
　地域や企業のSDGsへの取組みを支援するため、「SDGs経
営支援サービス」、「SDGs応援私募債」および「SDGs取組
支援ローン」の取扱いをしております。
　これらのサービス・商品を通じて、SDGsに取り組むお客
さまの資金調達支援やSDGs達成に向けた取組みを後押しし、
持続可能な地域社会の実現に貢献してまいります。
取扱実績
SDGs経営支援サービス

145 件
（簡易診断のみを含む）

SDGs応援私募債

20 件／1,080 百万円

累計実績（〜2022年5月末）

SDGsに取り組む
ことで、企業価値の
向上や人材確保に

つなげたい!

□ まずは無料診断! 自社のSDGsへの取組みを「見える化」
□ 現状を把握し、取り組むべき優先課題を決定
□ お客さま独自の「SDGs宣言」の策定をサポート

S D G ｓ と は 2015年に国連で採択された持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）のこと。
2030年までに解決すべき世界的優先課題17目標と目標を達成するための169のターゲットが示されている。

SDGs対応度
簡易診断

チェック
シートによる
簡易診断

結果レポートの
還元

チェック
シートによる
簡易診断

結果
レポートの
還元

面談・実査・
取組内容の
設定等

「SDGｓ宣言」
策定支援

無料

　　　　SDGs 経営支援サービスとは？

経営支援サービス
SDGsの達成に向けて取り組んでいる事業者の皆さまを

あきぎんグループが応援します！

「SDGs宣言」策定支援有料
お見積り
いたします

自社の取組みを
SDGsの観点から
評価してほしい!  

就職・採用ポータルサイト「キャリピタAKITA」

い
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地球環境への貢献

■ 「TCFD提言」に基づく対応
　2021年10月、気候変動への対応を一層強化し、地域の持続的な発
展に貢献していくため、「TCFD（※）（気候関連財務情報開示タスクフォー
ス）提言」に賛同しました。
　当行グループでは、「TCFD提言」に基づく対応として、2030年度
までに当行グループ全体のCO2排出量ネット・ゼロに向けた取組みを
推進するとともに、サステナブルファイナンスの拡大に積極的に取り
組んでまいります。
※TCFD(Task Force on Climate-related Financial Disclosures)
　2015年12月、金融市場安定化をはかる観点から、金融安定理事会(FSB)によって設置された企業の気候変動リスク・機会の情
報開示を推奨する作業部会。TCFDは、すべての企業が気候関連のリスクと機会を評価し、経営戦略・リスク管理へ反映するとと
もに、財務上の影響を把握・開示することを推奨する提言を公表しています。

■ 「カーボンフリー店舗」湯沢支店新築オープン
　2022年３月、湯沢支店を「カーボンフ
リー店舗」として新築しました。同店は、
消費する電力のすべてを地元・湯沢市高松
地区にある「上の岱地熱発電所」でつくら
れた再生可能エネルギーで賄い、電気の使
用にともなうCO2排出量ゼロを実現してお
ります。 「カーボンフリー店舗」湯沢支店 上の岱地熱発電所（東北電力㈱提供）

■ サステナブルファイナンスへの取組み
　2022年３月、東北電力株式会社に対し、新能代風力発電所の
改修工事にかかる資金として、県内金融機関初となる単独でのグ
リーンローン（※）を実行しました。
※グリーンローン
　企業や地方自治体等が、国内外のグリーンプロジェクトに要する資金を
調達する際に用いられる融資のことをいいます。

新能代風力発電所（東北自然エネルギー㈱提供）

働きがいと人材価値の向上

■ ダイバーシティの推進
　2021年９月、キャリアを継続しながら、不妊治療や長期間にわた
る親族の看護・介護といったライフイベントに対応した柔軟な働き方
を支援するため、「ライフサポート休職制度」を新設するとともに、職
員が不妊治療を本格的に開始する前から専門機関に相談することがで
きる「あきぎん妊活サポートデスク“Ｈｕｇサポート”」を設置しまし
た。
　引き続き、職員一人ひとりが能力を最大限発揮し、活躍できる環境
や体制の整備に取り組んでまいります。

■ 健康経営に関する取組み
　2022年３月、経済産業省および日本健康会議が実施する健康経営優良法
人認定制度において、「健康経営優良法人2022（大規模法人部門）」に５年
連続で認定されました。
　当行では、2017年10月に健康経営推進の基本方針として「あきぎん“長
活
い

き”健康宣言」を制定し、役職員および地域の健康推進に資する活動を
進めております。

■ 中期経営計画の実現に向けた説明会の開催
　当行グループVISIONの浸透および中期経営計画の理解向上をはか
るため、頭取・役員による説明会を開催しました。
　11会場・延べ14回・約1,100名（オンライン参加含む。）が参加し、
質疑応答も含めた自由闊達な意見交換を行っております。

本店での説明会（説明者：新谷頭取）

8,311
6,910

6,104

4,100

2013年度
実績

2020年度
実績

2021年度
実績

2024年度
目標

2030年度
目標

（単位：t-CO2）

2013年度比
半減

ネット・ゼロ

当行グループのCO2排出量
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不良債権の状況収益の状況

自己資本比率(※)の状況

用語解説

※「コア業務純益」

用語解説

※「自己資本比率」

用語解説

※1 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」 ※2 「危険債権」 ※3 「要管理債権」
　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始
の申し立て等の事由により、経営破綻に陥って
いるお取引先に対する債権およびこれらに
準ずる債権です。

　三月以上延滞債権および貸出条件緩
和債権（金利の減免や利息支払い、元本
の返済を猶予した貸出金など）です。

　お取引先の財政状態および経営成績
が悪化し、契約にしたがった債権の元本
回収および利息の受取りができない
可能性の高い債権です。

　コア業務純益（※）は、役務取引等利益は減少したもの
の、資金利益の増加と経費の減少により、前年同期比5
億円増加し、62億円となりました。
　国債等債券損益と株式等関係損益は悪化したもの
の、コア業務純益の増加に加えて与信関係費用が減少
したことにより経常利益は5億円増加の47億円とな
り、当期純利益は6億円増加の33億円となりました。

　2022年3月末の自己資本比率は、分子である自己資本
は利益の積上げにより増加しましたが、分母であるリス
ク・アセットは有価証券の増加を主因に増加したことか
ら、前年同期末比0.22ポイント低下し11.40%となり
ました。
　引き続き国内基準行に求められる4％を大きく上回る
水準を維持しております。

　銀行本来の業務（預金、貸出、為替、有価証券など）から得られた
利益である「業務純益」から、期ごとに特殊な要因で大きく変動
する「一般貸倒引当金繰入額」と「国債等債券損益」を除いたもので、
「銀行の基本的な利益」を示します。

　貸出金などの資産（リスク・アセット）に対する自己資本の割合で、
銀行の健全性を示す指標のひとつです。海外に営業拠点を有する
銀行は国際統一基準で8％以上、海外に営業拠点を持たない銀行
（当行）は国内基準で4％以上を維持することが求められています。

　2022年3月末の不良債権（金融再生法開示債権
ベース）は、前年同期末比36億円増加し、442億円と
なりました。
　この不良債権が将来回収不能となった場合の備え
である保全額（貸倒引当金、担保・保証）は374億円、
保全率は84.56%と高く、貸出等資産の健全性維持に
努めております。

経常利益 当期純利益
（単位：億円）

0

20

40

60

80

0

20

40

60

コア業務純益

57

69

（単位：億円）

2022年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

2021年
3月期

2020年
3月期

経常利益・当期純利益

42

27

49

30

2020年
3月期

47

33

62

自己資本比率（単体）

0

2

4

6

8

10

12

2022年
3月末

2021年
3月末

（単位：％）

自己資本比率（単体）

国内基準
4％

11.6211.41

2020年
3月末

11.40

（億円）

300

400

500

600

2021年
3月末

2022年
3月末

（％）

1.00

1.50

2.00

2.50

2.17

2.38

406

2020年
3月末

442

2.05

337

金融再生法開示債権推移 不良債権比率 金融再生法開示債権

金融再生法開示債権の状況

区　分

破産更生債権及び
これらに準ずる債権（※1）

危険債権（※2）

要管理債権（※3）

合　計

残高
（Ａ）

保全
（Ｂ）＋（Ｃ）＝（Ｄ）担保・保証等（Ｂ）貸倒引当金（Ｃ）

保全率

74

347

22

443

74

298

3

374

25

255

2

282

49

43

1

93

100.00

85.84

11.62

84.56
（注）１　単位未満四捨五入　
　　２　保全率＝（Ｄ）÷（Ａ）×100

正常債権
1兆8,126億円
97.6％

（単位：億円）

（％）

（2022年3月末現在）
金融再生法開示債権に対する保全の状況

0.3％

0.1％

1.8％
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預金の状況

預り資産(※)残高の推移

貸出金の状況

個人ローンの状況

用語解説

※「預り資産」

　個人預金、法人預金および公金が増加したことによ
り、前年同期末比1,268億円増加し、3兆1,160億円と
なりました。

　住宅ローンや国・地公体向け貸出は増加したものの、
事業先向け貸出の減少により、前年同期末比57億円減
少し、1兆8,337億円となりました。

　預り資産は、前年同期末比61億円減少し、2,216億
円となりました。

　公共債、投資信託、生命保険など金融商品を総称して「預り資産」
と呼んでおります。また、個人年金保険、一時払終身保険を総称して
「生命保険」と呼んでおります。

　個人ローンは、住宅ローンが36億円増加したこと
を主因として、前年同期末比25億円増加し、3,813億
円となりました。

預金・譲渡性預金 うち個人預金

27,098

（単位：億円）

2022年
3月末

2021年
3月末

2020年
3月末

31,160

預金残高

秋田県内シェア 預金者別
2022年3月末（金融機関別）2022年3月末

●他行／都銀・地銀・第二地銀　●その他／信用金庫・信用組合
●譲渡性預金は含まれておりません。
［資料：預金・貸出金一覧〈（株）日本金融通信社〉ほか］ 0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

その他
8.0％

他行
32.5％

当行
59.5％

法人
7,763億円
24.9％

その他
3,267億円
10.4％

個人
20,129億円
64.5％

20,129
18,029

29,892

19,396

公共債 生命保険（単位：億円）

2022年
3月末

2021年
3月末

2020年
3月末

投資信託預り資産残高の推移

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

貸出金 うち中小企業等向け

16,164

（単位：億円）

2022年
3月末

2021年
3月末

2020年
3月末

18,337

貸出金残高

秋田県内シェア 貸出先別
2022年3月末（金融機関別）2022年3月末

●他行　都銀・地銀・第二地銀　●その他／信用金庫・信用組合
［資料：預金・貸出金一覧〈（株）日本金融通信社〉ほか］

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

18,000

その他
7.4％

他行
40.5％

当行
52.1％

中小企業向け
6,146億円
33.5％

中小企業等
向け貸出金
54.9％

国・地方公共団体向け
4,357億円
23.7％

その他
3,902億円
21.2％

個人向け
3,931億円
21.4％

10,077
9,371

18,394

10,215

2,291 2,216
1,495

644

76

1,698

526

66

1,608

597

71

2,277

個人ローン うち住宅ローン（単位：億円）

2022年
3月末

2021年
3月末

2020年
3月末

個人ローンの推移

0

1,000

2,000

3,000

4,000 3,763
3,425

3,813
3,500

3,788
3,464
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●事業年度
毎年４月１日～３月31日

●定時株主総会
毎年６月に開催いたします。

●剰余金の配当の基準日
期末配当の基準日は３月31日、中間配当の基準日は９月30日
といたします。

●基準日
定時株主総会については毎年３月31日を基準日といたします。
その他必要がある場合は、あらかじめ公告して定めます。

●単元株式数
100株

●公告方法
電子公告とします。

（掲載アドレス　https://www.akita-bank.co.jp/）
ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
公告をすることができない場合は、秋田市において発行する
秋田魁新報および東京都において発行する日本経済新聞に
掲載して行います。

●上場証券取引所
東京証券取引所市場第一部（2022年4月4日以降はプライム市場）

●株主名簿管理人
三菱UFJ信託銀行株式会社

【同連絡先】
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
〒183-0044 東京都府中市日鋼町1-1
℡ 0120-232-711（通話料無料、平日９時～17時）

●特別口座の口座管理機関
日本証券代行株式会社

【同連絡先】
日本証券代行株式会社 代理人部
〒168-8620 東京都杉並区和泉二丁目８番４号
℡ 0120-707-843（通話料無料、平日９時～17時）

（ご注意）
１.各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関

（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設されている証券会社
等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀行）ではお取
扱いできませんのでご注意ください。

２.特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、日本
証券代行株式会社が特別口座の口座管理機関となっておりますので、日本
証券代行株式会社にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ
信託銀行）ではお手続きできませんので、ご注意ください。

３.過年度の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店にお問い合わせ
ください。

2022年3月31日現在2022年3月31日現在

週単位での値幅

●株式数・株主数

●株式の分布状況［所有者別］

●大株主
株主名 持株数 持株比率

1,949,700
804,600
743,212
700,600
437,594
359,200
350,100
344,700
211,500
199,266

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）
明治安田生命保険相互会社
秋田銀行職員持株会
株式会社日本カストディ銀行（信託口）
日本生命保険相互会社
損害保険ジャパン株式会社
BBH BOSTON FOR NOMURA JAPAN SMALLER 
CAPITALIZATION FUND 620065

住友生命保険相互会社
三井住友海上火災保険株式会社
東京海上日動火災保険株式会社

10.86
4.48
4.14
3.90
2.43
2.00
1.95
1.92
1.17
1.11

株 ％

（注）持株比率は自己株式（143,107株）を控除して算出しており、小数点第３位以下を切り捨てて表示して
おります。

●鹿渡

　　●

●角館
●田沢湖

●長野

●増田

●刈和野・協和
●神宮寺

●矢島

●象潟・金浦

●仁賀保

●美郷

●鷹巣・阿仁合

●小坂
●毛馬内・大湯

●花輪

●大館
●大館駅前
●大館西・田代

●本荘・岩城町
●本荘東

●大曲・角間川

●横手
●横手条里

●湯沢・稲川

●能代
●能代南

●大潟

●五城目

●大久保

●追分

●八森 ●藤里

●二ツ井

天王●
●船越

男鹿・北浦（出）

浅舞●
十文字●

西馬音内●

▶秋田県外

◀秋田県内

●郡山北

●いわき
郡山●

郡山南●

●旭川

●青森
●弘前 ●八戸

●仙台
●仙台泉中央

●仙台南
●新潟

●福島

●盛岡

●札幌宮の沢●

東京●

秋田県 ･･･････ 80か店

秋田県外 ･････ 17か店

　北海道 ･･････ 3か店

　青森県 ･･････ 3か店

　岩手県 ･･････ 1か店

　宮城県 ･･････ 3か店

　福島県 ･･････ 5か店

　新潟県 ･･････ 1か店

　東京都 ･･････ 1か店

インターネット ････ 1か店

店舗数　98か店
（2022年3月31日現在）

台北駐在員事務所

東京ビジネスサポートセンター

秋田市内
30か店

●本店（本店営業部1階）
●大館（大館西支店内）
●大曲（大曲支店内）
●本荘（本荘東支店内）

●東中央（秋田東中央支店内）
●能代（能代南支店内）
●横手（横手条里支店内）

＜あきぎん＞ローンプラザ/保険プラザ

株式のご案内株式の状況

株価の推移

秋田県内のローンプラザ/保険プラザ 7 か所で
各種ローン・保険のご相談を承っています。

秋田県内外、首都圏（東京ビジネスサポートセンター）および台北（台北駐在員事務所）をつなぐ当行ネットワークに
より、お客さまの新たなビジネス機会の創出をサポートします。

●大曲駅前

●比内

4
2021年 2022年

5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

その他法人（証券含） 3,461千株 19.1%

その他 1,838千株 10.1%

個人 
5,786千株 31.9%

金融機関 
7,007千株 38.7%

株主数 10,465名株式数 ●発行可能株式総数
●発行済株式数

68,745千株
18,093千株

1,300

1,400

1,500

1,700

1,600

1,800

1,900
（単位：円）
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